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Ⅰ．<as if game>

１．規範の競合状況における裏切りの可能性と虚言の研究

（１）政治における嘘

自分にとって不都合な真実があるとき、嘘が生まれや

すい。政治においては嘘がどのように認識され、処理さ

れるのか。政治学者のH・アーレント（Hannah Arendt）

は、「政治における嘘」において、こう述べている。「正

常な状態では、現実
リアリティ

に取って代わるものがないことか

ら、嘘つきは現実
リアリティ

によって打ち負かされる。経験豊富

な嘘つきの提供する虚偽の織物がいかに大きかろうと

も、それは、たとえかれがコンピュータの助けを借りた

としても、巨大な事実性を覆い尽くすほど大きいという

ことは決してあるまい」１）。

彼女のこの論文は、ベトナム戦争に関する米国防総省

秘密報告書をめぐるものであった。ベトナム戦争でアメ

リカの国民には政府から真実が提供されることが少なか

った。それゆえアメリカをはじめ多元的民主主義国にお

ける嘘の限界について彼女は上記のように語るのであ

る。ジンメル（Georg Simmel）の言うように、一般に

虚言の合目的性とその副作用の均衡において、社会生活

において作用している偽りを除去することをめざす「啓

蒙」は、あくまで民主主義的性格をもつ２）。

全体主義社会の嘘の限界についても、彼女は次のよう

に指摘する。「そこから先では嘘が逆効果になるような

点が必ずやって来るのである。この点に到着するのは、

嘘を聞かされる聴衆が、生き残れるためには真理と虚偽

を区別する線をまったく無視せざるを得なくなったとき

である。あたかも信じているかのように行動することに

生命がかかっているとなれば、真理も虚偽ももはやどう

でもいいことになる。信じることのできる真理が公的生

活からまったく姿を消してしまい、それとともに、変転

してやまない人間の事柄における主要な安定化要因も消

滅してしまう。」３）と論じる。

しかし現実の全体主義的な社会（あるいは非多元的民

主主義社会）においては、嘘が逆効果になるような点が、

個人の生命の危機的状況であるとは限らない。1989年

の東欧革命の例をみるならば、嘘を再生産してきた社会

主義体制の崩壊は、国民の社会的・経済的あるいは民族

的要求を端緒としたものであり、またその促進要因とし

て衛星放送の開始やジャミング（妨害電波）の段階的中

止による情報の普及という外部環境の変化を忘れてはな

るまい。アーレントが論じるのとは逆に、生命的危機に

近づけば近づくほど、政治権力が流布する嘘のもつ力に

人は屈服せざるをえない。国民もまた嘘をつかねば生き

ていくことができないのが全体主義社会の特徴であり、

権力の嘘を否定する者こそが反社会的な烙印を押され生

命の危機に近づく。1990年代の北朝鮮において飢餓が

広がったにもかかわらず政治体制を転覆する大きな動き

が民衆からまきおこらなかったことは、生命の危機に近

づくほど嘘を否定することが難しくなることを証明して

いる。全体主義的な社会に限らず民主主義社会でも、政

治における嘘、とりわけ国際政治における嘘は持続力を

もち、「巨大な事実性」を覆い隠すことが少なくない。
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（２）外交における虚言

一般に国内政治に比べて国際政治において嘘のもつ力

は、ある側面では不安定かつ制限的であり、別の側面で

は安定的である。例えば小国のついた嘘は大国の批判に

さらされた際に、その正当性を大きく傷つけられる。す

なわち嘘の力はパワー（国力）に左右される。それゆえ

国際政治における嘘は不安定な性格をもつ。外交におい

ては一般に信義誠実の原則が尊重されるべきとされ、虚

偽に基づく言行は当該国の信頼性を低下させ、当該国

（相手国）との間に「期待の共有」が存在しないという

イメージが創出されることにより、当該国とのその後の

交渉が困難になるため、嘘のもつ力は一般に限定的に考

えられる傾向もある４）。

他方で、国内社会に比べて分権的な国際政治において

は、嘘を批判する力の行使が国内社会ほど最大化される

ことはない。虚言を発する小国に対して、それを批判す

る大国の力がいくら強大であったとしても、批判を裏付

ける権威の生成（国際機関等による調査・審査・決議等）

がなければ真偽をめぐる争いに決着をつけることができ

ない。またたとえ権威をともなった国際的な対抗キャン

ペーンがなされたとしても、小国の嘘を最終的にやめさ

せることはできない。1990年代の北朝鮮の核開発疑惑

の際に発せられた平和目的の核開発であるという北朝鮮

の言辞は、2006年の核実験によって虚言であったこと

が証明された。また後述するように国際政治では安全保

障上の機密が多いため、嘘を暴くことが比較的難しい。

そのため、国際政治における嘘の力は安定的でもある。

次善に基づく国家間協力によって国際規範を形成する

際にも、虚言の入り込む余地はある。規範を独立変数と

して掲げるコンストラクティヴィズム（社会構成主義）

が国際関係論で重要視されるようになって久しい。社会

的構築物として国益をとらえ、主体と構造が相互に連関

して社会が変動するという観点は、規範を国益の均衡点

としてとらえてきた従来の合理的選択論への挑戦状であ

り、規範を独立した変数としてとらえる必要が認識され

るようになってきた。規範が必要とされるのは、行動が

一定の方向に収斂することが期待できない場合であり、

この場合にこそ規範が行為を導くと有意味に語りうるの

である５）。

規範形成の推進力として今なお重要なアクターは主権

国家である。国際規範形成に際して主権国家がくりひろ

げる外交をひもとくならば、一般に、相手側の裏切りや

それを繕う虚言の可能性を捨象して外交を進めることは

難しい。時間とコストを費やした交渉の結果、新たな規

範に関する合意が、いかにたやすく破られることであろ

うか。破約の背後に横たわる外交戦略あるいは国内政治

の要素を勘案して初めて、破約国のこうした行動を合理

的な観点から統一的に把握することができる。

（３）規範の競合の結果うまれた破約的行動と虚言

こうした破約的行動を、一つの規範（規範Ａとする）

に対するコンプライアンスの問題として理解すると、問

題の本質の半分しか見えていないことになる。なぜなら、

規範Ａに対する破約的言行と虚言は、規範Ａと競合する

規範Bによって正当化（あるいは合目的化）されていた

からこそ、おこりえたという事実を捨象してはいけない

からである。規範Ａと規範Ｂが競合し、かつ規範Ａが優

位で規範Ｂが劣位であるにもかかわらず、規範Ｂを当該

アクターが優先せざるをえない事情があるために、虚言

を必要とする。

極めて論争的な事例として、自衛隊の存在の問題を規

範の競合の一例として挙げることができる。憲法９条に

そって自衛隊を廃止するべきであるという論調は年々少

なくなっているのが現実である。憲法９条のコンプライ

アンスの問題として平和のあり方を考えるよりも、憲法

９条の規定から法的に正当化しづらいはずの自衛隊の存

在を前提に安全保障の問題を考える傾向が強まりつつあ

る。このように競合規範間の優劣の変化として自衛隊の

問題をとらえることができる。

こうした規範の競合は、規範Ａと規範Ｂとの間の優先

順位をめぐる力学としてとらえることができる。優位規

範と劣位規範の間でその優劣が固定化しているとき、構

成員は安心して行動できる。しかし規範の優劣が逆転し

てしまった場合、過去のルールにそった言行が破約的な

行動として断罪されてもやむを得ない。正確にいえば、

劣位規範に転落した規範Bを優先した行動は、優位規範

Aに対する破約として断罪される危険を抱える。ただし

この破約的行動は規範Aの優位性を否定しただけであっ

て、規範Aの規範としての意義を否定するものではない。

それゆえ実際の破約的行動は、規範Aをあたかも（as if）

優先しているかのごとくふるまいながら、実際には規範

Bを優先するという性質をもつ。

規範の競合状況は、規範の優劣の変化のスピードが激

しいとき、あるいは規範の間の矛盾が激しいときに、多
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くの社会的なコストを必要とする（例えば「革命」）。規

範の優劣の逆転を伴う社会的変化に、もし社会の全構成

員が乗り遅れなければ問題は生じないはずであるが、実

際には、規範Ａ、規範Ｂともに優位を主張する強力な支

持アクターあるいは支持層が存在する。劣位化した規範

Bの支持層が規範の優劣の逆転状況に対応することに躊

躇し、あたかも（as if）規範Ａが優位であるかのごとく

ふるまいながらも、実際には「不都合な真実」よりも合

理的必要性に迫られて規範Ｂを優先した行動をとること

も多い。この行動は、「経過や事情を知らない」第三者

からみれば規範Ａに対する破約的な行動と映り、場合に

よっては虚偽的行動として断罪される。

（４）政治における嘘の先行研究と本論文の視座

これまで提示されてきた政治学の類似の議論では、例

えばルークス（Steven Lukes）の議論を挙げることがで

きる。ルークスの権力論では、あたかも苦情の不在を真

の合意であると想定することが、虚偽の合意である可能

性があることを示し、権力行使者の利害と人々の「真の

利害」の間の矛盾という観点から合意を分析する必要を

論じている６）。後者の「真の利害」は表出されることが

なく、「意識されることすらあるまい」とされながらも、

彼らの利害をルークスは「三次元的権力観」からとらえ

ようとする。また、バクラックとバラッツ（Peter

Bachrach, and Morton S. Baratz）の「非決定」の権力論

が、「測定不可能な要素」を考察対象に含めることによ

って、争点研究を重視したダールの多元的権力論を批判

したことも関連づけられよう７）。

イギリスの国際政治学者カルドー（Mary Kaldor）は、

著書Global Civil Society: An Answer to War (2003) に

おいて、社会主義時代のチェコスロバキアで商店主が社

会主義のスローガンをあたかも（as if）本当に信頼して

いるかのごとく行動して、また商店主がそれを信じてい

るとあたかも信じているかのごとく当局がふるまい、全

ての個人が共犯者となるシステムを、‘as if game’という

チェコの知識人による言葉を用いて紹介している８）。東

側の社会主義体制では、基本的人権、とりわけ自由権は

厳しく制限されてきた。チェコスロバキアの「憲章77」

などの人権運動は、人権規範と社会主義規範の競合にお

いて社会主義が基本的人権を理念として否定しないとい

う「たてまえ」を実際に制度化させる運動を行った。規

範の優劣の逆転をねらった彼らは弾圧されたが、最終的

には社会主義体制の崩壊の契機をつくることになる。

しかしこれらの研究では、規範の逆転の結果として、

虚偽的行動や破約的行動をアクターがとらざるをえない

という過程の分析や、その理論的一般化はなされてはい

ない。例えばルークスの議論の前提では、権力の対象と

なる人々の意思決定が自律的でなく、社会的に飼い慣ら

されている状態にあるとしている。しかし、人々の意思

決定が自律的であろうとなかろうと、規範競合下では優

劣をめぐる力学が発生し、その終わり方によっては大き

な社会的犠牲が生じうる。権力の対象となる人々は、規

範の競合状況や権力による嘘を終わらせる重要な役割を

担うこともあれば（例えば、政府主催タウン・ミーティ

ングの「やらせ質問」の存在を批判する）、逆にむしろ

<as if game>を続ける立場をとりうることも重要な事実

である（例えば、日本で歩行者の赤信号無視を警察があ

たかも問題でないかのごとく放置し、その状態で歩行者

は大いに便益を受け、賛同すらしている）。権力の対象

となる人々もまた嘘を再生産する役割を担うことが少な

くないのである。

現実の社会においては、規範の優劣が一旦逆転しても、

その後、再逆転する場合もある。社会の変化は決して単

線的なものではない。アクターは常に利益の最大化を忘

れず規範秩序を自己に有利に変化するよう挑戦し続けて

いる。これまでの先行研究はこうした動態を見落として

おり、本論文では、カルドーの紹介した<as if game>と

いう言葉を国際政治のゲームとして援用して、この過程

の理論化を試みる。

（５）国際政治学における「約束」と規範の競合

国際政治学は、特に新現実主義者が主張するように国

際関係がアナーキーであるという認識を起点として、合

意形成の困難さを示唆する相互不信の世界をひもといて

きた。むろんコヘイン（Robert Keohane）のように、次

善に基づいて国家間協力が生まれ制度が構築されること

を重視する新自由主義制度論がそれに対置されてきた９）。

あるいは国家間の合意形成がいかに困難であるかを説明

するために「囚人のジレンマ」などの理論が用いられて

きた。

約束の信頼性を高めるために、何重にもわたる制度化

がなされることも実際にあるが、それは国際合意によっ

てもたらされた規範に対する破約の可能性がいかに高い

かということを物語る。個々の国家の利益によって築か
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れた規範、特に安全保障、国家の統一性、領土保全、政

治的安定などに関わる規範（結果として、例えば人権侵

害を正当化する規範）の優位性を、国際合意が生む新た

な規範が個別に具体的に否定することは、国際法上十分

可能であるが、履行（implementation）あるいは執行

（enforcement）の問題の懸念を解決しないかぎり完全な

ものではない。「約束は雲、実行は雨」というアラブの

諺の通り、約束と実行とは古くから別の問題である。

それにもかかわらず、規範の競合状況において、新た

な国際合意に基づく規範の優位性が確立する場合も少な

くない。例えば、足立研幾氏の研究は、1997年に調印

された対人地雷全面禁止条約にいたる交渉過程（オタワ

プロセス）における安全保障規範と人道規範の競合を分

析している10）。この研究は、安全保障の問題として認識

されていた対人地雷が、なぜ人道の問題の対象として認

識されるようになったかを、言説対抗の観点から検証し

たものである。環境問題や人権問題と違って、対人地雷

禁止という問題領域のもつ特殊性は、「安全保障の分野」

から「人道の分野」に問題領域自体が巧みにシフトされ

たことにあろう。そこには、「対人地雷特有」とされる

問題─例えば、対人地雷が一度埋設されると「武装解除

も休戦協定も平和条約さえもがまったく通用しない」兵

器であり、「わざと成人男子の手足を吹き飛ばす程度に

抑えられている」威力による経済的、社会的コスト、そ

して地雷撤去のコストとインフラ破壊という問題─があ

った。にもかかわらず、「国家安全保障上不可欠な兵器

とされていた対人地雷の全廃を訴える」まで長い年月を

要したのである。

このように規範の競合状況において、各規範の優劣の

逆転がどのようになされていくかという関心をふまえた

事例研究は増えつつある。例えばリットバーガー

（Volker Rittberger）らは、「価値をめぐる紛争」

（ conflict about values）が「手段をめぐる紛争」

（conflict about means）と異なることを前提に事例研究

をすすめている。規範の競合状況を分析するのに適した

アプローチは前者である11）。

ただし「接ぎ木理論」や螺旋モデル等に代表される近

年の規範論は、規範の競合状況においてアクターがとる

虚偽的行動（あたかも当該規範を遵守しているかのごと

く言明しながらも、現実には別の規範を当該規範に優先

する行動）を捨象してきた。履行・執行にかかわる問題

を規範論が包摂してこなかったのは、これが極めて「制

度」と「力」にまつわるものであるからである12）。履

行・執行のためには国内法制度をはじめ国際規範を内面

化・実効化するための制度と力が必要である。その視点

が脱落した国際交渉は、遵守されない約束を生産する可

能性をはらみ、交渉の結果生まれた国際合意が掲げる規

範の意味も薄くなる。後述するように1974年に国連総

会で採択されたNIEO（新国際経済秩序）がなぜその規

範の輝きを失ってしまったのか。この問いに答えること

ができなければ、コンストラクティビズムは、現在の諸

規範が離合集散し、場合によっては特定の規範が国際政

治上から消滅することを説明することができず、力や制

度による説明を受け入れなければならないことになろ

う。

２．<as if game>の類型

（１）as if 的行動と<as if game>

特に国際政治では、秘密（安全保障上の機密など）の

領域が多く存在するため、秘密の内容や制約に起因する、

あるいは誘導される虚言、破約、沈黙が長期間にわたっ

て継続しやすい。例えば、ベトナム戦争への米軍の介入

を本格化させた1964年のトンキン湾事件では、北ベト

ナムの魚雷艇があたかも公海上のアメリカの駆逐艦を二

度にわたって攻撃したかのようにアメリカは喧伝した。

しかし後にマクナマラ（Robert McNamara）米国防長官

は二度目の攻撃自体の存在を否定している。1970年代

からの南アフリカの核実験は秘密裏に実施されたが、南

ア政府はそれを90年代まで隠蔽していた。現在もイス

ラエルは自身が核兵器を保有していることを公言せず、

「肯定も否定もしない」政策を続けている。そして北朝

鮮は1994年の米朝合意で、条件付きとはいえ北朝鮮が

核施設を凍結・廃棄することに合意したにもかかわら

ず、現実には核開発を続けていた。

これらの事例で見られるように、ある理由に基づいて

破約あるいは虚言が必要とされたこと以上に、虚言を必

要としてまでも表面的には既存の（もう一つの）優位規

範（規範A、すなわち地上核実験の禁止、核開発の禁止

という規範）や制度を当該国が尊重せざるをえない場合

がある。規範Aを少なくとも表面的に尊重しているから

こそ、規範Aの優位を形式的には否定することができず、

規範Aを破約していることを言明することができないの

である。それゆえに当該国は、自身による破約を公には

認めず、虚言を続けなければならなかったのである。こ
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れまでの研究がこの事実にあまり接近しなかったのは、

こうした虚言をもたらす劣位化規範Bの影響力が、過去

の事例であれば外交文書の公開等によって分析可能であ

るにせよ、現在の事例については「秘密」の壁に阻まれ

観察可能でないことのほうが多かったためである。特に

同床異夢の状態で形成された国際合意において、実際の

相互の外交的意図や合意の解釈がどのように相互に認識

されていたかを探ることが難しいためでもある。

破約を行う国（以下、「破約国」とする）による、あ

る国際的合意にあたかも（as if）反しないかのごとく虚

偽の言辞を生む行為を、「as if 的行動」と筆者は呼称し

てきた13）。このas if 的行動は、優位規範であるはずの規

範Aの存在自体を否定はしないが、劣位規範Bを優先し

た結果、規範Aに対する破約が生じることを隠蔽するた

めに、あたかも（as if）両方の規範を遵守しているかの

ごとく僭称することから発生する。合理的に考えれば、

不利益となることが確実な合意に同意するはずがない。

しかし他の分野での合意との連繋（linkage）や第三者

からの圧力によって、その合意に同意せざるをえないこ

とがある。そうしたアクターは一つの選択肢としてas if

的行動をとる。その as if 的行動を相手国が容認し、あ

るいは批判する選択肢の組み合わせを、外交ゲームの一

種として筆者が理論化したものが<as if game>である

（表１参照）。

表１でみるように、規範Aを遵守する国（a）（以下、

「遵守国」）が、規範Aの規範Bに対する優位性に背信的

な破約国（b）のas if 的行動に対してとる反応は、大き

く分けて容認か批判かのいずれかである。容認は、主と

して規範Aの国際合意自体の持続性を重視する立場から

のものであり、批判は規範Aの有効性を破約国において

も確保しようとする立場からのものである。そして後述

するように、<as if game>の展開を大きく左右するのは、

合意形成過程から外れていた第三のアクター（NGOな

ど）である。

このゲームが通常の国際政治のゲーム、とりわけ軍備

管理交渉の分析や紛争研究で用いられてきたゲーム理論

と異なるのは、ゲームのプレイヤーの立場が対称的では

なく非対称的であるという点である。破約国は破約をす

るかどうかという選択肢があるが、遵守国にとってはも

ともと当該合意の履行の敷居は低い。合意を遵守する絶

対的意思を遵守国は有しているため、破約する利益もな

ければ意思もない。後述する対自期待の非対称性がここ

には厳然と存在する。一例としてNPT（核拡散防止条

約）体制において、アメリカがNPTの「核兵器国の核

不拡散」条項（第１条）を破約するメリットがないのに

対し、北朝鮮には同条約の「非核兵器国の拡散防止義務」

（第２条）を破約するメリットが大きいことを想起すれ

ば、非対称的性格がいかにこのゲームにおいて構造的な

ものかが明瞭である。あるいは国際的な人権合意に参加

した西欧諸国と非民主主義諸国を比べた場合、後者に破

約の誘惑があり実際に（脱退はしないまま）破約したと

しても、前者は既に人権規範を内面化し、国際法の国内

法への適用・変型も制度化されているので、破約する必

要がほとんどなく、もし前者がたとえ破約したくとも、

国内からの強い政治的批判にさらされるため、合意を遵

守するよりほかない。<as if game>に陥るような国際合

意は、自国がその合意を遵守することの確信（以下「対

自期待」と呼ぶ）がアクター間で非対称的である。

序　盤 

<as if game>

中　盤 

合意α自体の危機 
合意αの 

再確認／破棄 

終　盤 

状　況 

アクター 

規範Aを優位とす 

る合意αの誕生 

（規範Bの劣位化） 

合意αを 
破約する国（b） 

やむをえず合意α 

に表面的に合意 

合意αの破約 

それを隠蔽するas if 的行動 

合意αを完全に破棄するか 

（a）に屈服するか逡巡 

合意αを当初から 
遵守する国（a） 

合意αの誕生を 

評価 

（b）のas if 的行動 

  を容認 

容認から 

批判へ転換 

守られない合意αを破棄 

するか （b）の屈服を待つか 

逡巡 

合意αの再確 

認により（b） 

が屈服、 

あるいは合意 

の破棄 

第三国・NGO等 （b）への監視開始 （b）を批判 
（b）を批判するよう 

（a）に圧力 

（筆者作成）

表１ ＜as if game＞の展開
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遵守国側の選択肢は、合意を遵守するかどうかではな

く、破約国を合意違反として批判するかどうかである。

問題は、破約国が遵守国に批判されたときに、このゲー

ム自体から破約国が退出（枠組みからの脱退、合意破棄）

してしまう可能性があり、かつ、それが遵守国にとって

それが外交的観点から不都合な場合である。このような

場合、遵守国は破約国の破約を厳しく批判することを躊

躇し、容認する政策をとることも少なくない。遵守国

（a）にとって、破約国を非難する（a1）方が容認する

（a2）よりも政治的コストが大きいため容認のほうが勝

る。他方破約国（b）にとって、破約しない（b1）こと

は破約する（b2）に比べコストが大きくメリットが小

さいため、破約する（b2）のほうが勝る。このような

状態が<as if game>の序盤である。破約国と遵守国の選

好の関係をまとめると図１の通りとなる。

この二者の関係において均衡解は、右下の容認／破約

であり、これこそが<as if game>の序盤の型である。も

ちろん合意の内容自体が真の意味をもつ（合意の完全な

履行）ためには、左上の最適解（非難可能性／遵守）に

移行しなければならない。その移行の過程が中盤である。

左上に移った段階で、<as if game>は終了し、両者の対

自期待と対他期待（相手側の合意遵守に対する期待）が

収斂することになる。

（２）<as if game>のパターン

a．<as if game>の継続・非焦点化

<as if game>は、一般に破約国のas if 的行動を遵守国

が容認すれば長続きする。容認することのメリットは、

例えば当該合意と何らかの連繋がみられる別の合意との

政治的均衡を図ることである。容認を続けることのデメ

リットは、時間の経過にともない、第三者から破約を容

認したことを批判される可能性が少しずつ高まることで

ある。特に、時間的資源が豊かではない民主主義国にお

いてはなおさらである14）。

本稿のⅢで事例としてとりあげるCSCE（欧州安全保

障協力会議）は、<as if game>の典型例であり、ここで

少し俯瞰しておこう。アメリカ、カナダと東西欧州の

35カ国によって構成されたCSCEの首脳会議で採択され

たヘルシンキ宣言（「欧州の安全保障と協力に関する宣

言」、1975年８月１日採択）は、冷戦のターニング・ポ

イントであると評される。平和と人権の双方の規範への

責任が、ヘルシンキ宣言という一つの文書の中に表現さ

破約国（b） 

遵守国（a）  

３，３ １，４ 

４，１ ２，２ 

破約しない 
（遵守する） 
（b1） 

破約する 
（b2） 

破約があったならば 
破約を非難する 
（a1） 

破約があったとしても 
容認する 
（a2） 

図１　＜as if game＞の序盤における遵守国と

破約国の選択肢

西側諸国 非同盟・中立諸国 東側諸国 

参加国 
アメリカ、カナダ及び 
NATO，EC加盟国など 
15カ国 

オーストリア、スイス、ス 
ウェーデン、ユーゴスラビ 
アなど13カ国  

ソ連、ポーランド、ブルガ 
リア、東独、チェコスロバ 
キア、ハンガリー 

対他期待 
東側の人権問題・人道的問 
題の焦点化を通じて社会主 
義体制を弱体化させる 

東西両陣営のはざまで東西 
の緊張緩和を制度化する 

西側との経済関係の拡大を 
CSCEを通じて実現 
ブレジネフ外交の成果と 
しての宣伝材料化 

懸念 

東側の体制の弱体化につな 
がるような規定をおいたと 
しても実際には実現しない 
のではないか 

東西対立が激化すると 
CSCEの枠組みが崩壊して 
しまうのではないか 

西側が人権規定をもとに 
東側を攻撃する根拠を 
CSCEで獲得してしまう 
のではないか 

表２ CSCEの参加国、対他期待、懸念（1975年時点）
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れたことは東西関係にとって画期的である（表２、表３

参照）。ヘルシンキ宣言は一方で、第１バスケットの第

３、第４原則にみられるようにヨーロッパにおける領域

的現状維持を確認した。他方で人権の尊重に責任を有し、

人権が平和の構成要素であることを第７原則で合意し、

それを東側諸国は西側の圧力で受け入れた。当時、東側

社会で弾圧されていた反体制派の当初のヘルシンキ宣言

への反応は、否定的なものであった。彼らは、西側指導

者がソ連の指導者に抱きこまれたと見ており、人権規範

に対する責任は純粋に見かけの上のものだと彼らは見な

した15）。ヘルシンキ宣言が「紙の上の自由」と形容され

る所以である。

第２バスケットにまとめられることになる「経済協力」

や第１バスケットの「国境不可侵」「領土保全」「内政不

干渉」といった政治面での現状維持を東側が重視したの

に対して、西側は人権の尊重（第１バスケット第７原則）、

国境をこえた人的接触（human contact）や情報の普及

（第３バスケット）など、政治的に現状打破的な内容を

戦略的に重視した（表２をあわせて参照）。中でも当初

は、これまでの国際人権規約（1966年採択）等でも既

に明示されている人権規範であるためCSCEでは重要視

されていなかった人権規定（第７原則）が、ヘルシンキ

宣言後の東西の攻防の焦点となる。

大きく鳥瞰すれば、CSCEは東独の承認や戦後国境の

承認を含む現状維持的な欧州デタント（緊張緩和）の枠

組みを形成して外交的勝利をねらった東側と、「中部欧

州相互兵力削減交渉」（MRFA: Mutual Reduction of

Forces and Armament in Central Europe）をよびかけた

西側の東西間の駆け引きの産物として生まれたものであ

る16）。それゆえヘルシンキ宣言の履行問題は、他の東西

交渉との関係やデタントの「雰囲気」を通じて解釈され

るべきであるというのが東側の見解であった。

ヘルシンキ宣言の人権規定の中核をなす第７原則は

次のような規定である（筆者訳）17）。

・ 参加国は人種・性別・言語・宗教の差別なく、思

想、良心、宗教、信条の自由を含む全ての者に対す

る人権と基本的自由を尊重する。

・ 参加国は人間の固有の尊厳に由来し、人間の自由

で完全な発展にとって不可欠な市民的、政治的、経

済的、社会的、文化的およびその他の権利並びに自

由の効果的な行使を促進し、奨励する。

・ この枠組みにおいて参加国は、単独もしくは他者

との共同で、個人が自己の良心の命ずるに従って行

動するところの宗教もしくは信条を信仰しかつ実行

する自由を承認し、尊重する。

・ その領域に少数民族が存在する参加国は、これら

少数民族に属する人間の法の前の平等に対する権利

を尊重し、人権と基本的自由を実際に享受する完全

な可能性を彼らに与え、このようにしてこの分野で

の彼らの正当な利益を守る。

・ 参加国は人権と基本的自由の普遍的な意義が、参

加国間並びに全ての国家間の友好的関係及び協力関

係の発展を確保するために必要な平和、正義、福祉

を構成する不可欠な要素であると認める。

・ 参加国はその相互関係の中でこれらの権利と自由

を絶えず尊重し、国際連合との協力を含めて、共同

でかつ個別にこれらの権利と自由の普遍的で効果的

第１バスケット 第２バスケット 第３バスケット 

合意 

事項 

主権平等（第１原則） 

武力による威嚇または武力行使の抑制（第２原則） 

国境不可侵（第３原則） 

国家の領土保全（第４原則） 

紛争の平和的解決（第５原則） 

内政事項への不干渉（第６原則） 

思想、良心、宗教の自由を含む人権及び基本的自由の 

尊重（第７原則）  

人民の同権と自決権（第８原則） 

国家間の協力（第９原則） 

国際法の義務の誠実な履行（第10原則）  

貿易・産業協力 

科学技術 

環境 

他分野における協力 

人の接触 

情報（情報の普及） 

文化・教育分野の 

協力・交流  

（筆者作成） 

表３ CSCEのヘルシンキ宣言の全体の構図（主要項目のみ記載）
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な尊重を促進するよう努力する。

・ 参加国はこの分野において個人がその権利と義務

を知り、これに基づき行動する権利を確認する。

・ 人権及び基本的自由の分野において、参加国は、

国際連合憲章の目的及び原則並びに世界人権宣言に

従った行動をとる。参加国は、また、参加国を拘束

するところの、特に国際人権規約を含むこの分野の

国際的な宣言や取極めに定められている義務を果た

す。

ヘルシンキ宣言の第７原則を東側がたとえ遵守せずと

も、もし東側が通常兵力の削減交渉に対してより積極的

であったならば、西側が東側のヘルシンキ宣言違反を強

く批判する外交的利益はなかったであろう。ただし現実

にはMRFAは1979年のソ連軍のアフガニスタン侵攻等

の東西関係悪化にともない実質的に中断し、欧州の通常

兵力の削減は1990年のCFE（欧州通常戦力削減交渉）

まで待たねばならない。CSCEもまた、たとえ連繋外交

の産物であったとしても、一度形成された枠組みとして

独立した交渉の舞台とアジェンダを提供することにかわ

りはない。Ⅲで後述するようにCSCEは1975年に<as if

game>として開始されたが、<as if game>から脱するの

は1980年代後半を待たねばならない。

<as if game>が長期にわたって継続している他の例と

して、日米安保条約の事前協議規定に実質的に違反する

形での米軍による核兵器の持ち込みを挙げることができ

る。これはいうまでもなく「非核三原則」における「持

ち込みを許さない」原則にも反するものである。1967

年の佐藤首相による三原則の表明以来、「持ち込み」に

ついては何度となく野党側から疑義が表明されてきた。

日本への核の持ち込みについては、1960年の日米安保

条約第６条（基地許与）の実施に関する「交換公文」に

おいて、「合衆国軍隊の日本国への配置における重要な

変更、同軍隊の装備における重要な変更」に相当するも

のとして、「日本国政府との事前の協議の主題」とする

ことが合意されている。ところが核積載艦船の日本寄港

をめぐる日米間の解釈の相違というレベルの問題を超え

て、在日米軍基地に核兵器が貯蔵・配備されていたこと

がアメリカ側の史料や証言によって明らかにされてき

た。日本政府は、国民に対しては、アメリカ側から通報

がないことを理由に、あたかも核兵器の持ち込みがなさ

れていないかのごとく釈明を行い続けている。かくいう

日本側も、例えば当の佐藤首相自らが「非核三原則はナ

ンセンス」と駐日米大使に述べていたことがアメリカの

機密文書公開によって明るみにされている18）。非核三原

則の立法化が一向に実現されないのは、非核三原則の実

効性を政府自身が疑っているからであるという説明は説

得力をもつ。

日米安保条約の事前協議規定違反、すなわち非核三原

則をめぐる<as if game>が長期的に続いたのは、安全保

障分野において情報公開があまり進まず、特に日本側の

情報公開が厳しかったために議会、NGO、メディアに

よる批判が大きくならなかったことに加え、破約国であ

るアメリカの政策を日本が積極的に容認してきたからで

もある。日本政府内で非核三原則の見直し発言が度々な

されてきたにもかかわらず、例えば1997年９月の「日

米防衛新指針」（新ガイドライン）において「日本の全

ての行為は、憲法上の制約の範囲内で専守防衛、非核三

原則などの方針にそって行われる」と記されているよう

に、非核三原則の遵守が繰り返し言明されてきたことに

よって、<as if game>は長期的に継続してきた。

<as if game>が長期的に継続しなくとも、ゲーム自体

が「非焦点化」された例として、全ての国が平等原則に

基づいて国際的な経済決定過程に参加しうる国際協力体

制を築くべく発展途上国側から提案され、1974年に国

連総会で採択されたNIEO（新国際経済秩序）宣言を挙

げることができる。先進国側はNIEOが実質的なものに

なることを拒み多くの留保をつけた。先進国が発展途上

国側と厳しく対立した結果、NIEOはモラトリアム的な

性格に留まり、現実にはその多くが履行されずに終わっ

た。むろんNIEOによって第一次ロメ協定（1975年）の

ような地域間南北合意の実現が促進されたことは事実で

あるが、NIEO自体の計画達成へのプロセスは、アラブ

の石油戦略の打撃を受けた先進国経済の立て直しを急務

とした先進国、特にアメリカによって否定されることと

なる19）。NIEOの場合、NIEOの合意形成という政治的成

果だけが残り、NIEOの機能は象徴的意味にとどめられ、

<as if game>としての役割さえも徐々に小さくなり、そ

の意味を失っていくのである。

b．遵守国の勝利―規範Aの有効性確保

全体として<as if game>は、破約国側の敗北で終わる

事例が多い。本質的に食言行為は漸変的にではあっても

増大する真実の脅威にさらされている。虚言のもたらす
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世界を維持することは社会的コストを必要とし、虚言が

真実から乖離していればいるほどその仮想の世界は寿命

が短くなる。国際政治でもそれは同様である。いかに大

国の虚言が力と制度によって守られていても、仮想世界

の崩壊の終章が迫っているという危機感を有して、常に

嘘を再生産する努力を怠ったならば、虚言の地盤は緩ん

でしまう。費用的観点から考えれば、<as if game>は時

間がたてばたつほど破約国にとってコストが高いゲーム

である。

1975年以来東西欧州で人権尊重の規範を確立するこ

とに成功したCSCEは、規範の競合が時間をかけてすす

み、レジームの崩壊の危険をはらみながらも規範の優劣

が逆転したケースである。CSCEでは東西間の政治的安

定規範（デタント重視）と人権尊重の規範（社会主義諸

国の人権問題を批判する外交）の間で規範が競合し、あ

たかも（as if）人権を尊重するとしながらも実際には人

権侵害を続けた東側の言行が西側、特にアメリカに厳し

く指弾され、NGOなどの登場によって、規範の優劣の

固定化していった。これまでの筆者の研究と新たに明ら

かにされた史実をもとに、<as if game>の観点からこの

過程をⅢで再検証する。

c．破約国の「勝ち逃げ」と遵守国の容認

<as if game>のゲームが破約国による「勝ち逃げ」で

終わることもある。

例えば、2003年のイラク戦争の開戦理由が虚言に満

ちていたことは開戦前から指摘されていたことであった

が、米英政府はあたかもイラクが大量破壊兵器を開発し

ているかのごとく開戦し、目標であったフセイン政権打

倒に成功した。2004年５月、パウエル（Collin Powell）

米国務長官は、開戦前の2003年２月の国連安全保障理

事会でイラクのフセイン政権による大量破壊兵器開発の

脅威を説明した際に挙げた、移動式生物兵器製造施設に

関する情報が「不正確で誤りだった」と述べ、国連の場

で不正確な報告を行ったことに「がっかりし、後悔して

いる」と語った20）。こうして米政府は自らの非を認めた

が、対外的にはイラク戦争の実際の目的の一つであるフ

セイン政権打倒は達成されているため、一種の勝ち逃げ

である（表４の左下）。

ただし、こうしたas if 的行動が成功裏に終わり、<as

if game>が終了した後になって、as if 的行動が断罪され

ることはある（表４左上）。例えば、イラク戦争の開戦

理由が不十分な根拠に基づいてなされたことを、ブッシ

ュ政権は承知の上で開戦にふみきったといえる。むろん

当時から開戦理由が不十分であることは国内外で指摘さ

れていた。そして2004年のパウエルの発言は、その開

戦理由が十分なものでなかったことを認めた発言である

が、フセイン政権打倒という大きな目的を終えたことに

よって初めてこうした認知を行う政治的環境が醸成さ

れ、<as if game>が終わったことを意味する21）。

ただし、ブッシュ政権自体はその後も存続し、しかも

破約国  

遵守国  

破約を公式に認めず 
as if 的行動を続ける 

破約を公式に認める 
（謝罪あるいは居直り） 

破約国による破約の 
事実を、遵守国は公 
式に認める 

<as if game>は終了（謝罪、あるいは合意 

自体の明示的破棄） 

破約国は規範の優劣（逆転）を完全に受容。 

例）CSCEのヘルシンキ宣言の人権規定 

（1989年に東側が受容）、北朝鮮のNPT脱退 

宣言（約束の破棄） 

<as if game>が継続 

遵守国は破約国を批判するが、議論は平行線 

のまま。  

例）北朝鮮の1990年代の核開発 

破約国による破約の 
事実を、遵守国は公 
式には認めない 

<as if game>は終了、あるいは非焦点化 

破約国による「勝ち逃げ」の結果として、 

自らのイニシアチブで非を認め、あるいは 

期待の減少に伴う非焦点化が続く。 

例）イラク戦争のアメリカ、NIEO（新国際 

経済秩序） 

<as if game> は長期的に継続 

例）日米安保の事前協議にかかわる、米軍に 

よる核兵器の貯蔵・配備、あるいは「持ち込 

み」 

（筆者作成）

表４ 破約した国（破約国）と破約された国（遵守国）の関係
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2004年が米大統領選挙の年であることを考えれば、そ

の国内政治面での打撃は小さくない。ゆえに国内政治の

観点からは「勝ち逃げ」とはならなかった。しかし対外

的にはイラク戦争の大規模戦闘は2003年５月に終了し

ているため、「勝ち逃げ」である。

ゲーム終了までの時間が短いゲームにおいては、たと

えゲーム終了後に as if 的行動が大きく批判されたとし

ても、ゲームとしては破約国の勝利である。これは、い

わば国際政治における「政治的時効化」のプロセスとし

てとらえることができる。

Ⅱ．<as if game>の独立変数

１．ゲーム自体の構図と独立変数としての「時間」

ゲームの時間が限定され、あるいは短い方が長期間に

及ぶゲームに比べて、<as if game>は破約国の勝利（勝

ち逃げ）に終わりやすい。なぜなら、<as if game>を終

わらせる最も有効な手段となるはずの第三者（国内社会

ではNGOやメディア等、国際関係では第三国やNGO等）

が<as if game>を批判するために必要な政治的資源の一

つが「時間」であるからである。第三者が<as if game>

の破約国を批判する際に、後述するように、虚言を虚言

として断定するためのデータの収集や権威付け、<as if

game>参加国の国民への情報提供と認識の共有等の過

程を進行させるためには、政治的資源としての時間が必

要である。たとえ強力な巨大メディアによるキャンペー

ンによって時間短縮効果があがったとしても、メディア

の行動開始に至るまでの時間は短くないはずである。

それゆえ、as if 的行動の目的が達成され成功するよう

にゲーム自体が時限的なものとして設計されているので

あれば、第三者が時間を要している間に、破約国は勝ち

逃げすることができる。このようにゲームの時間が限ら

れているならば、確信犯的にかつ合理的に as if 的行動

を開始し成功裏に終わらせることが十分に可能である。

例えば先述のイラク戦争や、南アフリカや北朝鮮の核実

験・核開発はその例である。

また国際政治学において外交交渉の成否を分析する際

に頻用されるゲーム論から<as if game>を考察すると、

<as if game>が「一度きりのゲーム」の場合は「繰り返

しゲーム」の場合に比べて、破約国の勝利（勝ち逃げ）

に終わりやすい。なぜならば、繰り返しゲームの場合は、

ゲームの時間が長期化し、かつ必然的に直近の履行状況

についてなんらかの相互の信頼がなければ新たな合意へ

とつながりにくいためであり、<as if game>の継続自体

も次第に困難になってくる。

２．第三者アクター

<as if game>の正式な参加者でないにもかかわらず、

<as if game>のゆくえを左右するのがNGOをはじめとす

る第三者アクターである。第三者アクターは、<as if

game>が想定していた特殊な歴史的背景、連繋、秘密、

そして「しがらみ」にとらわれる必要がない。<as if

game>が立脚するある種の秘密共同体の存在を無視し、

規範の優劣を決定づけた合意を表面的なものにとどめお

く政治的必要性がないため、当該合意を純粋に解釈する

自由をもち、それをもとに当該国政府に国際合意の履行

を迫ることができる。

特にNGOの場合、正義に基づいて結成されたアクタ

ーとして、継続的に合意の尊重を訴えることが使命とな

る。破約国政府はこうしたNGOと継続的な協力関係を

樹立することには否定的であり、場合によってはNGO

に厳しい規制・弾圧を加えるため、NGOの力は破約国

においては限定的である。むしろ、遵守国側では、たと

え遵守国が破約国の破約を容認していたとしても、

NGOと協議すること自体を拒否することは少ないため、

NGOは遵守国に破約国への批判を強めるよう大きな圧力

をかける。

NGO以外に遵守国の議会も<as if game>の破約国の破約

を批判する機能をもつことがある。議会が国際交渉にお

いて果たす役割については多くの先行研究があるが22）、後

述するCSCEの事例においても、<as if game>を終わら

せることに貢献した米議会の役割は評価される。

最後にメディアもまた重要な第三者アクターである。

メディアが<as if game>において果たすのは、情報の流

通・流布によって真実を普及・啓蒙させ、破約国の破約

の事実を遵守国ならびに破約国で宣伝する役割である。

一般に、破約国が非民主主義国である場合、メディアの

報道の自由が制限されているため、メディアが活躍する

のは破約国より遵守国のほうが多い。しかし破約国にお

いても、一度報道の自由をメディアが獲得したならば、

破約の事実を国民に情報提供して衝撃を与え、<as if

game>を容易に終わらせることができる。ただし、NGO

と異なり、メディア自身が<as if game>に参列し破約国

と利益を共有する場合もあるため、メディアが必ずしも
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<as if game>を弱体化させる存在であるとは限らない。

３．競合規範間の矛盾と対他期待

競合規範の間で、もし優先順位づけがなされない場合

に、どの程度矛盾が生じるかが<as if game>にとって極

めて重要である。規範の競合といっても、両規範が互い

に条件づけを設定している場合、その優劣を明確にする

ことは難しい。

例えば、人権の尊重という国際規範に対して、内政不

干渉という国際規範が存在する。両者は、他国の人権問

題を指摘すべきかどうかという点において衝突する。現

状では内政不干渉原則を優先する国家もあれば人権尊重

を優先する国家もあり、それぞれの主張の根拠となる条

約等の規定は解釈の余地を含むものである。しかし、例

えば「人権の尊重は、国家間関係の基礎であり、何より

も優先される」といった条件づけが国際合意においてな

されたならば、規範の優劣は明確となる。現実に20世

紀前半まで人権尊重という国際規範より内政不干渉とい

う国際規範のほうが優位であったが、上記のような条件

づけがなされた合意が20世紀後半に段階的に増大し、

規範の優劣は逆転したと言える。Ⅲで紹介する1975年

のCSCEのヘルシンキ宣言はその一例である。

規範の優劣が逆転したとき、それを全アクターが認め

れば<as if game>は生じない。しかし、様々な理由で新

しい優先順位を認めることができないアクターがいると

き、当該アクターは合意から離脱するか、あるいは建前

として合意を尊重しながら旧来の規範の優先順位にそっ

てas if 的行動を続け、<as if game>が生じることとなる。

そこで破約国が優位規範Aの優位性を受容するために

は、遵守国や第三者アクターの圧力が収斂し規範の優位

を破約国に受容させるための国際制度が必要であること

をCSCEの事例をもとにⅢで明らかにしていく。

Ⅲ．<as if game>の事例としてのCSCE

人権レジーム

１．ヘルシンキ宣言に至る過程（1972年から75年）に

おける<as if game>の形成

（１）ゲームの構図と時間変数

CSCEの首脳会議が開かれた1975年８月、会議で採択

されたヘルシンキ宣言（欧州の安全保障と協力に関する

最終議定書）は、三つのバスケット（第１バスケットは

安全保障、第２バスケットは経済、科学、技術、環境の

分野の協力、第３バスケットは人道及びその他の分野に

おける協力）からなる多課題の複合的なレジームであっ

た（表２参照）23）。そしてCSCEは冷戦期の東西間の対

立の産物でもあったため、当初からそれぞれの課題の合

意がどちらの陣営に有利かという政治的計算がなされ、

それらを1972年から翌年のCSCE準備会議における議

題設定に始まり通算３年の年月をかけて複雑に連携され

たものとして一括合意されたものがヘルシンキ宣言であ

った。CSCEの枠組み自体の形成にこだわったのは東側

であり、CSCEに人権や人道といった課題をもちこんだ

のは西側であった（表2、表３参照）。

<as if game>の構図を決定づけたのは、会議のフォロ

ーアップをどのような形態にするかという焦点であっ

た。CSCEの常設機構化（チェコスロバキア）、CSCEの

定期的開催（ユーゴスラビア）、及びCSCEの随時開催

（デンマーク）の３つの方向性をめぐって審議がなされ

た24）。当初西側諸国はCSCEの機構化に消極的であった。

もし常設機関が設置されたならば、西欧の安全保障問題

にソ連が恒常的に関わる機会を与えることになるからで

ある。他方、東側の中でも特にソ連は、CSCEによって

人権規範等の履行状況が検証される仕組みが創設される

ことを望まなかった。西側が後に、ヘルシンキ宣言の履

行についての組織や枠組みを形成するべきと主張を変化

させたのに比べ、常設機構化を望むチェコスロバキアの

提案に対して、同じ東側諸国のソ連が批判するという、

CSCEならではの不協和音が発生したのである。

結果としてゲームの時間設定にかかわるフォローアッ

プの枠組みについては、常設機関の設置にはいたらなか

ったとはいえ、東側の消極的姿勢にもかかわらず、第一

回の再検討会議が1977年にベオグラード（ユーゴスラ

ビア）で開催されることがヘルシンキ宣言で決まった。

二回目以降の再検討会議が開催されるかどうかについて

は1975年時点で全く合意されなかったものの、こうし

てCSCEは「一度きりのゲーム」ではなく「繰り返しゲ

ーム」としての性格を有しはじめることになる。

1975年のCSCEが東側にもたらした実際の利益は、外

交的宣伝の手段と、東独を含む戦後国境を西側に完全に

承認させたことにすぎなかった。しかも後者については、

既にCSCEにいたる1970年代前半の過程で二国間交渉

によって外交的に承認されていたため、厳密には、

CSCEとの連繋の必要性は薄らいでしまい、特にソ連に
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とってはCSCEの実質的利益は大きくない。ただしソ連

外交は硬直化したクレムリンの意思決定に基づいてお

り、CSCEが不要であるという認識に変化するまでに時

間を要したため、CSCEは1975年のヘルシンキ首脳会議

を迎えることができたのである25）。

（２）第三者アクター 26）

この段階ではNGOはほとんど影響力をもっていなか

った。東側では反体制派は存在したものの人権NGOが

ほとんど結成されておらず、西側の人権NGOも東側の

人権問題に世論の注意を喚起させる力がなかった。それ

よりも、CSCEの現状維持的性格によって、ソ連のバル

ト三国併合（1941年）が正当化されることへの危機感

から、アメリカ在住のバルト系移民・亡命者による活動

が注目されていた程度である。

しかし西側政府はNGOの役割に関心を払っていた。

ヘルシンキ宣言の起草にあたってCSCEジュネーブ専門

家会議（1973年から75年）では、人権NGOの役割を重

視する立場から、NGOの人権情報へのアクセスを認め

ることをイギリスが提案していた27）。東側の強い抵抗の

末、「第７原則」において「この枠組みにおいて参加国は、

単独もしくは他者との共同で（alone or in community

with others）、個人が自己の良心の命ずるに従って行動

するところの宗教あるいは信条を信仰しかつ実行する自

由を承認し、尊重する」と規定され、他の規定にはみら

れない「他者との共同」という表現を用いて人権NGOの

活動する余地を西側は東側に認めさせることとなった。

東側もまたCSCEをめぐる<as if game> において、

NGOを利用することを憚らなかった。アメリカの欧州

における軍事的プレゼンスの低下を狙い、当時NATOと

ワルシャワ条約機構の同時解体を主張しそのかわりに

CSCE構想を推進していたソ連は、1960年代後半から、

CSCEの実現を、東側諸国の政府レベルだけでなく、ソ

連の影響力下にあるNGOをも利用してすすめてきた。

1967年４月、各国の共産主義政党24党は、欧州の安全

保障に関する政府間会議の開催をよびかけるのと同時に

人民議会のアイデアを提案していた。1969年６月には

国際共産主義者会議の主要文書において、この人民議会

が諸国間の欧州安全保障会議（ESC）の設立を準備し促

進するよう求めている28）。

その文脈で、東西の欧州各国では、「人民の」欧州安

全保障会議（ESC）に関するキャンペーンが繰り広げら

れた29）。1972年１月下旬にワルシャワで開かれた国際学

生連合（International Union of Students）の執行委員会

会議に招待されたフランスの左派学生組織のフランス学

生国民連合（Union Nationale des Étudiants de France）

の多数派であるAJS派（社会主義青年同盟：Alliance

des Jeunes pour le Socialism）は、ワルシャワに到着し

た後に、「欧州の安全保障と協力の諸問題に関する国際

学生会議」（International Student’s’ Meeting on Problems

of European Security and Cooperation）がちょうど開催

されることを説明されたという30）。これはもちろんソ連

の肝いりで同時期に開催をあわせたものであるが、ソ連

が学生組織（NGO、あるいは GONGO）を利用して

CSCEの促進をねらっていたことがうかがえる。即ちこ

れはソ連がNGOにCSCE構想を「下から」提案させる

ことで、あたかもNGOがCSCEを促しているかのよう

にみせかけるという as if 的行動を戦術として行ってい

たことを意味する。

（３）競合規範間の矛盾と対他期待の有無

ヘルシンキ宣言採択に至る過程において既に、第１バ

スケットの中に盛り込まれた人権尊重（第７原則）や、

第３バスケットの人的接触、情報の浸透といった分野で

は、ヘルシンキ宣言の文言とは裏腹に、東側諸国が約束

を遵守することを西側はあまり期待しておらず、諦観し

ていたことが既に明らかになっている31）。東側も当時の

社会主義体制の下、体制崩壊をもたらす危険の高い「人

権の尊重」を実際に国内で許すべくもない。

しかしながら規範の競合状況が西側によってCSCEの

場でもたらされ、東側は守勢にたたされた。東側は、デ

タントの「実現」の後に人権での国際協力をすすめると

いう二段階論を主張した。ところが先述したように、第

７原則では、国家間の友好関係及び協力の発展をめざす

上で必要な平和、正義、福祉の条件として人権と基本的

自由の尊重の「普遍的な意義」を認めることとなった。

こうして人権規範の平和規範に対するある種の優位性が

東西間で合意されることになった。人権と平和が同じ文

書で競合し前者の優位性が明示されたことは画期的なこ

とである。

むろん東側はヘルシンキ宣言の各分野を選択的に履行

するつもりでしかなく、人権規範の平和規範に対する優

位を実質的に承認したわけではなかった。しかしヘルシ

ンキ宣言では参加国が「会議後の期間に、会議の最終文
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書（筆者注：ヘルシンキ宣言）の規定を十分尊重し、そ

れを履行する決意を表明する」ための会議として再検討

会議を行うこととされていることから、東側の破約的意

図を正当化することは難しい。

対他期待の有無という観点から人権レジームとして

CSCEを考えるなら、レジームがアクターの期待の収斂

を条件としていることから、どのように理解されるべき

かが課題となる32）。しかし実際には、CSCEにみられる

ように、実質的な期待が収斂していないレジームも誕生

してしまっている。CSCEでは1975年のヘルシンキ首脳

会議後も再検討会議が開かれ、全参加国が会議に出席し

ていることを考慮すると、CSCEもやはりレジームの範

疇に含まれるべきである。

通常のレジームと異なるのは、他国に対する期待（対

他期待）が表面的にしか存在せず、自国が自身で約束の

履行を行うという期待（対自期待）も非対称的（西側は

約束を守るが、東側は守らない）という点である。東側

は対自期待がないにもかかわらず、ヘルシンキ宣言を履

行する政治的義務を負った。こうした言行不一致アクタ

ーの破約的意図を残りのアクター（西側など）は暗黙に

容認ないしは是認せざるをえない。この二種のアクター

が言行の二重性を織りなしていることを特徴とするレジ

ームを、筆者は「非対称型レジーム」と名付けた（図２

参照）33）。

繰り返すように、ヘルシンキ宣言の人権規範を東側が

遵守しないであろうと西側は予想していた。実際、特に

米英をはじめとして多くの西側諸国は極めて懐疑的であ

り、未必的に対他期待を当初から失っていた。しかしこ

うした懐疑にもかかわらず、ヘルシンキ宣言という政治

的枠組みに東側をコミットさせることこそが重要である

（すなわち、レジームの持続性を重視することが重要）

と西側の一部では認識されていた。すなわち、ヘルシン

キ宣言後も東側が人権侵害を続けたとしても、それを非

難する根拠を形成することに意味があるという観点であ

る34）。この観点は、東西のイデオロギー対立において守

勢でありつづけた西側が反転攻勢する契機をCSCEによ

って掴むことにつながる。ただしそうした先見を有して

いたのは西側の外交官の中でも限られており、アメリカ、

イギリス、オランダ等の諸国はヘルシンキ宣言をブレジ

ネフ外交の勝利としてのみ評価した。

他方東側も、西側の対他期待がないことを前提に、ヘ

ルシンキ宣言の人権規定を軽視していた。実際に、ソ連

内部では非公式レベルでヘルシンキ宣言を選択的にしか

履行しないことが当時既に決定されていた。ヘルシンキ

宣言調印前に宣言の内容を討議したソ連共産党政治局会

議では、＜第７原則＞と第３バスケットをめぐり激しい

議論が展開され、多くの政治局員が調印に反対する。し

かし、ブレジネフとグロムイコは、ソ連が人権条項で失

うものよりもヘルシンキ宣言全体から得るものの方がか

なり多い、それゆえに調印せねばならないとし、「我々

は我々の家の主人である。何を履行し何を無視するかを

決めるのは我々だ」と豪語している35）。

ソ連の多くの政治局員と同様に、他の東側のCSCE交

渉担当者もヘルシンキ宣言の第３バスケットの政治的意

味には気付いていたが、各国指導部は、今まで多くの条

約などに署名しながら履行してこなかった自らの経験か

ら第３バスケットの存在を軽視した。あるいは、署名す

るまでは履行の条件整備や履行のプロセスについて全く

考えることなく、署名をすませ、その後になって第３バ

スケットの無力化・死文化に努めようとすることになる
36）。こうして規範の競合における優劣の決定はヘルシン

キ宣言でなされたにもかかわらず東側はそれを政治的に

放置することとなった。

２．ヘルシンキ宣言後の<as if game>の展開

（１）ゲームの構図と時間変数

ヘルシンキ宣言は、「各参加国において出版され」、

「できるだけ広く宣伝し周知させる」という規定により、

東側諸国の新聞でも全文が掲載されることとなった。東

側が抵抗した人権規定や人的接触、情報の普及の分野の

合意も新聞を通して国民の知ることとなった。ゲームの

通常のレジーム（対称型レジーム）：期待が対称に存在   

アクターＡ 

↓ 

対自期待 

対他期待 

アクターＢ   

↓ 

対自期待   

非対称型レジーム（形成時）：期待が非対称に存在   

遵守国 

↓ 

対自期待 

対他期待 

（表面的な期待）   

破約国   

↓ 

対自期待なし   

図２　通常のレジームと非対称型レジーム
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ルールが国民にまで浸透した形で、各国国民の存在を前

提とした形での完備情報ゲームとしてCSCEは成立する。

ヘルシンキ宣言の履行状況を確認することを一つの目

的として再検討会議が実施される。実際に、ベオグラー

ド再検討会議（1977年から1978年）、マドリッド再検討

会議（1980年から1983年）、ウィーン再検討会議（1986

年から1989年）が冷戦期に開催される。前二者は<as if

game>の中盤に相当し、後者は終盤にあたる。いずれ

の再検討会議でも西側の攻勢に対して東側はおおむね守

勢にまわった。

最初の再検討会議であるベオグラード再検討会議は、

最終文書自体は採択されたものの、東西対立により実質

的な内容の伴わない短い文書であり、失敗に終わった。

このことは、当時いかに東西対立がCSCEでみられたか

を物語るものである。東側では人権侵害の状況がヘルシ

ンキ宣言以前よりも悪化していたにもかかわらず、あた

かも人権侵害を行っていないかのごとく主張され、as if

的行動に基づく発言を東側は再検討会議で繰り返した。

実際にソ連では特にヘルシンキ・グループと総称される

ヘルシンキ宣言監視団体のNGOの構成員を中心に逮

捕・有罪判決が相次ぎ、1976年から82年にかけてその

組織の多くは壊滅状態に陥った。代表格であったモスク

ワのヘルシンキ・グループも構成員が次々と逮捕され

た。また反体制派知識人サハロフ（Andrei D. Sakharov）

も1975年のノーベル平和賞受賞以後ソ連当局の監視が

強くなり、77年１月には反国家的発言をやめるよう警

告を受ける37）。また1972年に196名であった反体制派の

逮捕者は、75年に81名にまで減ったものの79年に145

名、モスクワ・オリンピックがあった80年には257名に

まで増加した。

西側が東側の人権問題を指弾するのに対抗して、東側

は自国内の人権問題について幾つかの方法で西側に反駁

を試み、as if 的行動をとった。例えば、「西側の主張す

る政治犯は存在せず、存在するのは単なる刑法犯に過ぎ

ない」、「東側では市民的自由は保障されており、東側の

国民が西側的な人権運動をしないのは、そのようなこと

をする必要がないほど社会主義社会が発展しているから

である」、もしくは「西側の指摘する問題自体が存在せ

ず、西側のデマゴギーである」と反論した。実際に、ソ

連は、国内に政治犯が存在することをゴルバチョフ政権

発足２年目（1986年）まで認めていなかった。また、

そのゴルバチョフでさえも87年段階では、西側やNGO

が示したソ連の政治犯収容者数の一割程度しか政治犯が

存在しないと虚偽の主張をしたのである38）。

アメリカは東側の as if的行動を容認したのであろう

か。フォード政権下での「静かな外交」とはうって変わ

って、1977年に大統領に就任したカーター（James E.

Carter）は、人権外交を掲げ、東側諸国の人権問題に批

判的であった。カーターは、ソ連の反体制物理学者サハ

ロフ宛の書簡送付（77年２月）、閣僚の訪ソ中止（78年

５月）、米紙記者へのソ連当局の告訴に対する非難（78

年７月）といった一連の「声高な外交」を行い、ベオグ

ラード再検討会議でも西側の対ソ非難をリードしたのは

アメリカである。再検討会議で米ソの応酬が激しく、会

議の実質的成果がなかった一つの原因は、西欧がデタン

ト重視の観点から東側の as if 的行動をある程度容認し

ていたにもかかわらずアメリカが as if 的行動を批判し

たことにある。

ソ連軍によるアフガニスタン侵攻の翌年に始まったマ

ドリッド再検討会議（第２回再検討会議）では、サハロ

フ流刑（1980年１月から86年12月）、ポーランド戒厳

令発令（1981年12月）などにみられるように、東側の

人権問題の悪化を背景に、会議は何度も中断することと

なる。アメリカはCSCEの存在意義を問い直す批判を行

い、「以前結んだ約束を守らない国との新たな約束を行

うことの意味に疑問が付されている」というアメリカ世

論の声を引用して苦言を呈している39）。即ち、「繰り返

しゲーム」の手番において、アメリカは東側に人権規範

の「内面化」（internalization）を求めたのである。一度

きりゲームとならなかったCSCEにおいて破約国たる東

側は決定的に不利になっていく。この過程を図にしたも

のが、図３である。

［東側の人権政策］ 

［西側の対東側政策の優先順位］ 

as if 的行動 

 
1975年 

対外的な 
人権基準遵守意思 

 

国内の 
人権政策のレベル 

（虚言） 

東側の人権への関心 

デタント重視政策 

1975年 容認（西欧） 

非難（アメリカ） 非難 

図３　CSCEにおける規範の競合
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イギリスやオランダも再検討会議の意義に懐疑的であ

った40）。しかし、再検討会議開始数ヶ月後、アメリカの

CSCE代表団長カンペルマン（Max M.Kampelman）は、

西ドイツ外相ゲンシャー（Hans-Dietrich Genscher）の

慰留説得もあり、CSCEが西側にとって有害なものでは

なくむしろ西側を有利に導くものであるとCSCEの意義

を再発見する。

他方、東側でもCSCEに対しての幻滅が広がっていっ

た。あまりの西側の攻撃の激しさに、東側のCSCEに対

する熱意は急速に失われ、中盤において<as if game>自

体が崩壊する危機を迎えた。しかしCSCEを崩壊させた

のが東側であるという非難を避けるために、東側は

CSCEから脱退することはなかった。結局東側は、マド

リッドで新たに人権規範の追加に合意するとともに、西

側の発案による２つの専門家会議（1985年のオタワ人

権専門家会議、1986年のベルン人的接触専門家会議）

の開催に合意し、西側による監視下（under scrutiny）

の継続を選択し、CSCEの「繰り返しゲーム」化が続い

たのである41）。東西欧州の対話の唯一の場がCSCEであ

ったことも、東側をCSCEにとどめる要因となった。

（２）第三者アクター

レジームの持続性を追求する（枠組み維持の優先）と

有効性の向上（履行確保）を期待できず、有効性の向上

をめざすと持続性が低下するという「持続性と有効性の

ジレンマ」を生む非対称型レジームにおいて42）、持続性

を重視しレジームを維持するのに大きな役割を担うべ

く、合意形成努力を行ったのが非同盟・中立諸国（N＋

N諸国）の功績であるというならば、レジームの有効性

を確保しようとし、期待の非対称性を変える力になった

のは、先に述べたアメリカのカーター政権の登場ととも

に、東西間の連携を模索した人権NGOの活躍によると

ころが大きい。

人権NGOは東側で活動を大いに制限されながらも、

人権侵害の情報を発信しつづけた。厳しい監視下におか

れた東側のNGOが情報を国境を越えて西側に流したこ

とによって、西側のNGOや世論の反応を導くことができ

た。NGOや世論にとっては、CSCEの<as if game>は歪

なものでしかなく、ヘルシンキ宣言の文言にそって人権

が尊重されねばならないという原則こそが第一義的なも

のであり、政治的合意を生み出した東西間の政治力学に

彼らは束縛されない。ゆえにNGOはCSCEが人権侵害を

見逃していることを批判し、西側政府に東側の人権侵害

を非難するよう当初から求めることができたのである。

NGOの活動の余地を認めたヘルシンキ宣言の規定は、

東西の外交の駆け引きの結果の産物であり、東側が真に

望むような合意ではない。東側は、ヘルシンキ宣言の人

権規定（第１バスケットの第７原則）の遵守の約束（基

本的人権の尊重）も反故にするのと同時に、人権監視活

動を行うはずであったヘルシンキ・グループの活動余地

を狭めたため、ヘルシンキ宣言の人権規定の履行はます

ます不十分になってしまう43）。こうした中で、NGOは

第一にCSCEを持続させること、すなわち東側の破約に

対して再検討会議を西側がボイコットしないことを求め

た。ベオグラード再検討会議を前にした1977年５月、

モスクワ・ヘルシンキ・グループは、西側がヘルシンキ

宣言を撤回すれば国際緊張は更に高まり、東側諸国の人

権問題のみならず第三世界の人権問題全般にとっても痛

手になるとの理由から、再検討会議への参加をよびかけ

た44）。続けて1980年に始まったマドリッド再検討会議

でも同様な声明を発表している。NGOはレジームの有

効性を高めようとしただけでなく、持続性を軽視したわ

けでもなかった。もちろんNGOが再検討会議に直接参

加することは東側の反対で許されておらず、NGOは対

抗会議を開催するのが精一杯であった。CSCEとNGOと

の関係は、その意義が西側に高く評価されながらも東側

には逆の評価をうけ、履行パートナーとして認めること

もできないほど政治的緊張を有する関係であった。

東西間のNGOの協力は1982年の国際ヘルシンキ人権

連盟（IHF:International Helsinki Federation for Human

Rights, 本部：ウィーン）の結成により組織化されるこ

とになる。ソ連が人権規範を内面化し規範の逆転を受入

れはじめるのは、1987年以降のことであるが、1988年

１月の IHFのソ連訪問・調査はそれに大きな拍車をか

け、<as if game>は終盤に移っていった45）。

東側アクターのas if的行動をNGOは監視し、<as if的

行動>を制約する役割を果たすことになった。東側政府

への直接行動が難しいため、IHF等を通じて西側政府に

対して東側の人権問題を批判するよう求めた。そしてそ

れと同時にNGO自身もまた<as if的行動>を演じるとい

う戦術をとってきた。例えばカルドーによると、あたか

も、統一された、中立的で、平和的な欧州が既に存在す

るかのように東西の軍縮NGOはふるまい、それによって

東西分断の現実に基づく政治を批判することができた46）。
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冷戦期における国家とNGOの二重の as if 的行動は、

冷戦期のCSCEのおかれた矛盾が国家間関係にとどまる

のではなく、NGOをもまきこんだきわめて包括的な<as

if game>を生んだことを示している。

NGO以外の第三者アクターとして、アメリカ議会の

「ヘルシンキ委員会」（欧州の安全保障と協力に関する委

員会）もまた、<as if game>の破約国たる東側を厳しく

非難した。例えばヘルシンキ委員会は1980年当時、ソ

連に対する厳しい非難を続けるよう米国務省に強く求め

ている47）。またこの時期のメディアの役割も重要であっ

た。人権侵害が東側で頻発しているという認識は、

NGOの活動によって西側のマス・メディアでとりあげ

られるようになる。例えば、東独の人権問題は、西独の

テレビ局ZDF（Zweites Deutsches Fernsehen）の番組で

度々報じられるようになった。そして東独では、その西

独のテレビの電波が伝播するために当該番組が東独市民

にも視聴されるところとなる48）。

（３）競合規範間の矛盾の解消

CSCEで合意された人権規範が東側によって履行され

ず、特に1980年代前半に悪化したことは西側を大いに

失望させた。例えば、デンマークは東側諸国の履行が

遅々として進まないことに苛立ちを覚えていた（即ち対

他期待を少しは有していた）。しかし「方向性として正

しければ」履行状況が多少悪化してもそれを看過すると

いう認識をもっていた49）。これは東側のas if的行動をデ

ンマークが「容認」した、ととらえることができる。

CSCEの場合、モラトリアム規定が挿入されていない

ため、漸次的な履行確保を容認することを正当化するこ

とはヘルシンキ宣言から導かれるものではない。しかし

デンマークのCSCE代表であったメルビン（Skjold G.

Mellbin）による、「体制が異なる国で人権問題が急に解

決するとは思えなかった」50）との回顧は、極めて現実的

な感覚に立脚している点では違和感がない。ただしヘル

シンキ宣言で「政治、経済、社会体制並びにその国家の

規模、地理的な位置、もしくは経済発展の水準のいかん

にかかわらず」参加国が第７原則（人権規定）を含む十

の原則を「尊重し、これを実施する」（ヘルシンキ宣言

第１バスケット前文）ことに合意したのであり、東側の

破約は形式的に正当化されえない性質のものであった。

個別のバスケット（課題群）や具体的な規定のレベル

では、ヘルシンキ宣言が細かい連繋外交の産物であるこ

とも災いして、東側の対自期待が収斂しなかった点が多

い51）。チェコスロバキアの元外交官の回想によると、ソ

連はCSCEを「バランスのとれた」妥協案として評価し

ていたが、「人権規定のようなイデオロギー的な意味を

もつ条項についてはたかをくくっていた」52）という認識

であった。

こうした東西間の認識の差が縮小され、<as if game>

が終盤に向かうのは、２つの専門家会議（1985年のオ

タワ人権専門家会議、1986年のベルン人的接触専門家

会議）を経て、1986年から89年にわたって行われたウ

ィーン再検討会議を待たねばならない。当時、ソ連の新

思考外交やペレストロイカにより、ソ連にとって西側的

な人権観の受容がすすみ、社会権と自由権を同等に扱う

よう主張したソ連側の転換もあって実質的な合意が多く

みられるようになった。

1989年１月に採択されたウィーン最終文書では、恣

意的な逮捕・拘留・追放の禁止、拷問の禁止、関連情報

へのアクセスの保障、人権NGOの合法化など10項目を

追加し強制力をもたせた。また宗教や信念を自由に表明

する権利、少数民族の権利、などの従来の項目に強制力

をもたせることでも合意された。このように人権規範は

豊富となり、人的接触、情報の浸透の分野についても国

境をこえた人・情報の移動の拡大も具体的に合意された。

こうして、CSCEという制度が持続したことと、それ

によって加速したソ連の変化によって、国家間の安定、

内政不干渉といった規範よりも上位のものとして再び、

かつ具体的に、人権規範が東側にとって認識され、規範

の競合における優劣の順位は人権規範の優位性を高める

形で決着をみることになる。また<as if game>を批判す

ることになった人権NGOの合法化がCSCEで認められ

たことは、同年の東欧革命にみられる東側社会の変化を

予兆するものであった。

Ⅳ．結びにかえて―<as if game>論の意味

冷戦期のCSCEの<as if game>は、次の三つの自己矛

盾を内在させていた。第一に、人権基準に合意しておき

ながらも実際に東側が履行することを当初西側に期待さ

れていなかったという自己矛盾、第二に実際に履行させ

るために発足した人権NGOを東側諸国が政治的に弾圧

した際にそれを有効な方法で阻止しえなかったという自

己矛盾、そしてCSCE自身がその規範よりもレジームの
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存続そのものに重きをおくことによって、冷戦後に「価

値の共同体」と呼ばれたCSCEの数少ない存在意義が否

定されていたということ、である。CSCEの <as if

game>の構図は、CSCEの外にいた第三者アクターであ

るNGOによって批判され、かつ<as if game>の枠組み

の崩壊には至らず（破約国あるいは遵守国の退出にいた

らず）、破約国の敗北（受容）という形で終わることと

なった。

CSCEの事例でみるように、<as if game>において破

約国の敗北という形でゲームを終わらせるに際して重要

な働きを担うのは、第三者アクターである。ゲーム外の

アクターの役割を重視して初めて<as if game>の崩壊過

程は明らかになる。逆に言えば、第三者アクターの登場

をいかに制約するかが破約国にとって重要なことであ

り、遵守国にとっても第三者アクターとの関係は大きな

課題である。またCSCEが繰り返しゲームとなり、持続

性が高まったため、<as if game>の中盤以降、東側の破

約国の外交的立場は悪化していった。ソ連がCSCE開始

前に as if的行動の一環としてNGOを利用しようとした

ことは、西側と人権NGOが連合して東側のas if 的行動

を批判するという、後の現実を逆説的に暗示している。

規範の競合における優劣の順位の変化について理論的

に再考しよう。国際政治学におけるコンストラクティビ

ズムとの関係でいえば、確かに一つ一つの規範自体が独

立変数であるとしても、競合規範の優劣の秩序化に際し

ては、CSCE人権レジームのような国際制度の果たす役

割が大きい。規範の優劣の再逆転の可能性があるため、

破約国は、規範の優劣の再逆転にむけて日々闘い、その

ためas if的行動を繰り返す。規範の優劣の順序づけは、

決して静学的なものではなく動態的なものである。規範

が独立変数として、優劣を含む規範間の秩序をもたらし

たというよりは、時間、第三者、規範間の矛盾の要素に

よって規定された<as if game>のアクター間の交渉を通

じて、国際制度の枠組みが規範間の秩序を形成したもの

であると結論づけることができる。

国際政治は、特に安全保障の側面において国家機密と

される分野が多いため、<as if game>が多い。特に軍事

的分野においてはその傾向が顕著である。しかし、冷戦

後の世界では、「人間の安全保障」概念の登場にみられ

るように、安全保障パラダイムの転換がおこりつつある。

また安全保障領域も民主主義国内の情報公開の流れのな

かでは聖域とはいいづらくなってきている。そうした中

で、<as if game>の余地は徐々に減少していると考えら

れる。

なお一般的に<as if game>自体の功罪について考える

ならば、規範の競合において優劣の明確化の決定や定着

が容易ではないことを最初にふまえなければならない。

例えば、最終解決として（民主主義国の）司法府をもっ

てしても、規範の優劣を決定づける判決が明確に示され

るまでに時間を要するため、<as if game>が正当化され

る余地は残る。また司法府の判断が非合理的、反慣習的

であるとアクターによって評価されてしまった場合、

<as if game>は判決後も続くであろう。また司法府も万

能ではなく、「統治行為論」にみられるように必ずしも

結論を自ら出すとは限らないことを鑑みれば、一般に

<as if game>を生む政治的空間・時間の存在は民主主義

国においても必然的なものである。O・ヘンリーの『最

後の一葉』にみられる如く<as if game>によって得られ

る社会的な利益（合目的性）と、偽装事件にみられるよ

うな<as if game>の社会的コスト（副作用）が、時間と

ともにどのように変化していくかを考察することのほう

が重要である。

<as if game>は、その終わり方によっては、社会的犠

牲を多く伴うことにもなる。国際政治では破約国が断罪

され敗北したとしても、規範の優劣の確定には時間が必

要とされるし、国内での履行に際してのモラトリアムが

容認されやすい。ところが権力が集中する国内政治にお

いては政策決定も比較的迅速に行われるため、<as if

game>によって守られてきた、劣位規範Bにかかわる利

益が急激に逸失しやすく、社会的な混乱を生む場合もあ

る。特に日本社会の場合、「as if game社会」と呼称して

も誇張ではないほど、多くの<as if game>に囲まれてい

る。日本には競合規範の矛盾を柔軟に受け止めてきた社

会的素地があり、漸進的に社会が変化するというメリッ

トを備えてきたが、近年「コンプライアンス」の観点か

らこうした社会のありかたが批判されているともいえる。

<as if game>はある意味で普遍的なゲームであるが、

<as if game>が生じやすい分野・社会と生じにくい分

野・社会を分けることはできよう。特に日本社会におけ

る<as if game>の発生・展開については昨今のコンプラ

イアンス論との観点から研究が急務であり、今後の研究

の課題となろう。
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